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送変電設備計画業務実施要領 

 

           

 

Ⅰ． 総 則 

１. 目的 

本要領は、当社の送変電設備および保護継電設備（以下、「送変電設備等」という）の計画・

設計・建設整備に係わる業務（以下、「設備計画等業務」という）について、その具体的な考

え方を定め、合理的かつ効率的な送変電設備等の形成に資することを目的とする。 
 

２. 適用範囲 

本要領は、送変電設備等の設備計画等業務に適用する。 
 

３. 設備計画等業務実施にあたって考慮する事項 

送変電設備等の形成にあたっての基本的な考え方は以下のとおりである。 
・ 既設設備の有効活用を図ること 
・ 設備信頼度を確保すること 
・ 電力システム全体として協調のとれたものとすること 
・ 将来的な系統拡大に対しても拡張性を持った設備構成を行うこと など 

  
 これらに基づき設備計画等業務を実施する際に考慮する事項は以下のとおりである。 

a. 送変電設備等の関係法令、技術規定等の遵守 
電気事業法、航空法、騒音規制法、景観法等および「電気設備に関する技術基準を定

める省令」（以下、「電気設備の技術基準」という）の関係法令を遵守することはもとよ

り、（社）日本電気協会編の各種規程、（社）電気学会制定の各種設計基準（標準規格）、

各種設計指針等も考慮し、公衆の安全および設備の保全確保に万全を期すとともに、電

力の安定供給の確保に努める。 
 
b. 関係する一般送配電事業者との協調 

送変電設備等は、一般に送電設備・変電設備等の単独の設備だけで機能するものでは

なく、電力システム全体として協調のとれた設備計画等が行われることにより、はじめ

てその機能を発揮するものである。したがって、設備計画等業務の遂行にあたり、関係

する一般送配電事業者の設備計画部門・設計部門等と密接な連携のもとで、電力システ

ムとして協調のとれた送変電設備等の形成を図る。 
 

c. 効率的かつ合理的な設備形成 
既設設備においては、適切な保全を実施し最大限に有効活用を図ることに加え、中長

期設備計画を策定し、計画的な設備更新および増改良を実施する。 
新設設備の計画にあたっては、設備信頼度、経済性および一般送配電事業者から示さ

れた将来設備計画等を総合的に勘案し、一般送配電事業者と協議のうえ、合理的な設備

規模等を決定する。 
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また、設計・工事の実施にあたっては、最新技術の導入を図ることで効率化および合

理化に努め、工程を遵守しコストダウンを図る。  
 

d. 社会環境および自然環境への配慮 
送変電設備等は、公衆等の第三者が常時往来する場所に隣接して施設されることが多

いことから、その設備計画等にあたっては、公衆の安全確保対策はもとより、社会環境

との調和および保全を図る。 
 また、送変電設備等を施設する用地の選定にあたっては、自然環境との調和および保

全に留意するとともに、国・地方自治体等の地域開発計画との協調を図り、総合的に環

境への影響が極力少ない計画となるように配慮する。 
 
 

Ⅱ． 設備増強計画策定の基本的な考え方 

１. 送変電設備等増強の判断基準 

既設設備の最大限の利用を図ってもなお、電力の安定供給または効率的な設備運用等が果

たせないと考えられた場合には、送変電設備等の増強（新設・既設の増改良）を行う。 
設備増強が必要となる主な事象を以下に示す。 
・ 一般送配電事業者が、電力システム全体として供給信頼度を維持するため、当社の送変

電設備等の増改良が必要となると判断した場合 
・ 既設設備の使用条件あるいは経年劣化によって、その設備の信頼度が充分に確保でき

ないと判断される場合 
・ 道路、軌道、空港等の新設・移転など都市計画の整備等にともなう周辺社会環境の変化

に対応する必要がある場合 
   
なお、送変電設備等の増改良にあたっては、将来の需要の増加などに対応するための先行的

な設備増強の必要性も含め、一般送配電事業者と充分な協議を行い、設備増強計画を策定する。 
 

２. 送変電設備等増強計画策定にあたっての一般的事項 

(1) 電圧階級・電気方式 
 電気方式については、交流は三相３線式を、直流は導体帰路方式を標準とする。 
 標準周波数は、50Hz または 60Hz とする。 
 電圧階級は、以下に示すものを標準とし、一般送配電事業者が定める標準電圧を考慮し

た電圧階級を採用する。 
・ 交流：500kV、275kV、220kV、187kV、154kV、110kV、77kV、66kV、33kV 
・ 直流： 500kV、250kV、125kV 

 
(2) 中性点接地方式 

超高圧系においては直接接地方式を、それ以下の電圧階級においては抵抗接地方式やリ

アクトル接地方式を採用することを標準とする。ただし、33kV においては非接地を標準

とする。 
 また、ケーブル線路においては、補償リアクトル接地方式を採用する場合もある。 
 接地装置の仕様については、故障時の過電圧抑制と保護装置の確実な動作のために、適

切な接地インピーダンスにて接地を行う。 
 なお、一般送配電事業者の系統と連系する場合においては、協調をとった接地方式とす

る。 
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(3) 短絡・地絡故障電流の許容最大値 

 短絡・地絡故障電流の許容最大値は、一般送配電事業者の系統と協調をとったものとす

る。 
 

３. 送変電設備等増強計画案の策定 

(1) 設備増強計画案の策定時期 
 以下の事項を考慮のうえ、必要な工期が確保できるよう適切な時期に計画案を策定する。 
・ 地域事情を考慮した用地取得期間 
・ 工事上必要な設備停止が可能な時期など、工事が実施可能な期間 
・ 社内外の諸手続きに必要な期間 
・ 資機材の納期 
・ 社内外関連工事との調整に伴う先行実施 
・ 大規模または広範囲な拡充計画との協調 
  

(2) 設備増強計画案選定の評価方法 
 以下の事項等を総合的に考慮のうえ、対策諸案を比較検討し、適切な計画案を選定する。 

① 経済性 
・ 送変電設備等の工事費 
・ 運転保守費用 
・ 送電損失 
・ 将来の拡充・改良ステップ など 

② 社会環境への適応性 
・ 法令による架空送電線建設の制約 
・ 用地事情 など 

③ 保守・運用体制 
・ 設備保守の容易性 
・ 故障時の初期対応の容易性 

④ 施工難易度 
 

４. 設備信頼度基準 

設備故障の頻度や影響などを踏まえ、設備健全時および設備故障時（N-1 故障、N-2 故障）

における設備信頼度基準は以下に示すとおりとする。 
 なお、設備増強にあたっては、一般送配電事業者と充分な協議を行い、協調を図るものとす

る。 
 

(1) 設備健全時 
 設備健全時における設備信頼度基準は以下のとおりとする。 
・ 潮流が設備の常時容量を超過しない 
・ 電圧が適正に維持される 
  

(2) 設備故障時（N-1 故障） 
送変電設備等の設計にあたっては、単一設備故障（N-1 故障）の場合に、一般送配電事

業者への供給に支障を生じさせないことを原則として設計を行う。 
ここで、N-1 故障とは、電力系統を構成する送電線 1 回線、変圧器 1 台などの設備 1 単

位の故障である単一設備故障をいう。 
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(3) 設備故障時（N-2 故障） 

 N-2 故障は稀頻度であるが、重大な支障が発生しないように、一般送配電事業者と協議

を行い、必要に応じ設備の設計において対策を考慮する。 
 ここで、N-2 故障とは、送電線２回線等の機器装置２箇所以上同時喪失を伴う故障をい

う。 
 

５. 設備信頼度評価 

 設備健全時および設備故障時（N-1 故障、N-2 故障）における設備信頼度基準を満足してい

ることを、以下に示す方法により評価を行う。 
 

(1) 想定する潮流 
 設備信頼度の評価にあたって想定する潮流は、通常考えられる範囲で最大となる潮流と

する。 
 

(2) 常時容量と過負荷容量の適用の考え方 
 常時容量とは、設備を連続して運転可能な熱容量をいう。 
 過負荷容量とは、２回線送電線や並列運転している変圧器の単一設備故障時等において、

時間を限定して運転可能な熱容量とする。 
 送変電設備の平常時における潮流については、常時容量を上限とし、並列設備において

は単一設備故障時の過負荷容量を考慮して定める。 
 

 

Ⅲ．送変電設備等の選定の考え方 

１. 送電設備 

１.１ 回線数 
回線数は、送電線 1 回線（直流においては単極）故障時の設備信頼度や送電線作業停止を

考慮して、交流では２回線を、直流では双極１回線を標準とする。 
なお、電源線の場合等、系統運用上、送電線故障の影響が限定的な場合は１回線とする場

合もある。 
 

１.２ 電線の選定 
(1) 架空送電線 

 架空送電線の電線の選定にあたっては、経過地の気象等を考慮するとともに、以下の項

目を総合的に勘案して選定する。 
・ 電気的特性（所要電流容量、最大表面電位傾度、コロナ雑音レベル、コロナ損失およ

び抵抗損失等） 
・ 機械的特性（強度、弛度特性、耐振性、耐食性、工事上の取り扱い等） 
・ 経済性  

 電線の種類は、アルミ覆鋼心耐熱アルミ合金より線（TACSR/AC）、アルミ覆鋼心アル

ミより線（ACSR/AC）を標準とする。ただし、通過地域の汚損条件、気象条件などの諸条

件によっては、これ以外の電線も検討する。 
 公称電圧毎に使用する電線種類、電線サイズおよび素導体数の組み合わせについては、

原則として、第 1-1 表のとおりとする。ただし、既設設備で採用されている場合や、必要

な送電容量が得られない場合、その他特別な理由がある場合は、第 1-1 表以外の線種を選
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定する場合がある。 
 なお、直流送電線路においては、個別建設計画毎に個別検討を行い、適切な電線種類お

よび条数の組合せを選定する。 
 

第 1-1 表 電圧別の電線種類、電線サイズおよび素導体数の組み合わせ 
公称電圧(kV) 電線種類、電線サイズおよび素導体数 

33   64mm2 ACSR/AC×1 
66   120mm2 ACSR/AC×1 

  160mm2 ACSR/AC×1 
77   120mm2 ACSR/AC×1 

  160mm2 ACSR/AC×1 

110   120mm2 ACSR/AC×1 
  160mm2 ACSR/AC×1 

154 

  160mm2 ACSR/AC×1 
  240mm2 ACSR/AC×1 
  330mm2 ACSR/AC×1 
  410mm2 ACSR/AC×1 

187   330mm2 ACSR/AC×1 
  610mm2 TACSR/AC×1 

220 

 410mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×1 
 610mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×1 
 410mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×2 
 610mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×2 

275 

 330mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×2 
 410mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×2 

610mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×2 
810mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×2 

 410mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×4 
610mm2ACSR/AC（TACSR/AC）×4 
810mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×4 

500 
 410mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×4 
  610mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×4 
 810mm2 ACSR/AC（TACSR/AC）×4 

 
 
 

(2) 地中送電線 
 ケーブルの種類は、原則として CV ケーブルとし、電気方式、布設方式、電圧等に応じ

個別線路毎に適切なケーブル種類を選定する。 
 導体サイズ（公称断面積）は、要求される電流容量、経済性、布設条件および製造・施

工技術面等を考慮し、個別線路毎に選定する。 
 

１.３ 送電線の熱容量の考え方 
送電線の熱容量（常時容量および過負荷容量）は、以下に示す許容電流に基づき算出する。 
 

(1) 架空送電線 
 架空送電線の連続許容電流および短時間許容電流は、第 1-2 表に示す最高許容温度を超

えない最大の電流値であり、周囲条件（日射量、風速、周囲温度等）に基づき算出される。 
 連続許容温度とは、連続的に通電し設備に支障のない最高温度であり、短時間許容温度

とは、２回線送電線の１回線故障時に系統切替を行うまでの時間を限定して過負荷運用を
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行う場合に、設備に支障のない最高温度をいう。 
  

第 1-2 表 架空送電線の電線の最高許容温度 

電線の種類 
最高許容温度（℃） 
連続 短時間 

TACSR/AC 150 180 

ACSR/AC 90 120 
 

(2) 地中送電線 
 地中送電線の常時許容電流および短時間許容電流は、第 1-3 表に示す導体の許容最高温

度を超えない最大の電流値であり、布設条件を考慮のうえ（社）日本電線工業会規格（JCS 
0501：2022）等に準拠し個別の線路毎に算出する。 
 

第 1-3 表 ケーブルの導体許容温度 

ケーブルの種類 
許容最高温度（℃） 
常時 短時間 

CV ケーブル 90  105 
 
１.４ 設備信頼度の考え方 

送変電設備等の設備信頼度の基本的な考え方は「Ⅱ．４．設備信頼度基準」のとおりであ

り、送電線の N-1 故障時における具体的な設備信頼度の考え方は以下のとおりである。 
・ 交流２回線送電線の場合、１回線故障時に残る健全回線を流れる潮流が過負荷容量

を超過しないものとする。 
・ 直流送電線については個別検討とする。 

 
１.５ ルートの選定 

(1) 架空送電線 
 架空送電線のルートは、環境の異なる様々な地域を経過するため、経過地域の自然およ

び社会環境と調和をとり、技術的対応が可能なルートを以下の点を考慮して選定する。 
・ 自然環境との調和（景観、貴重動植物、樹木伐採等） 
・ 社会環境との調和（生活環境への配慮、史跡保存、地域開発との協調等） 
・ 技術的な調和（設備の安全性・信頼性、工事の施工性、設備の保守性等） 
・ 自然災害の各種影響（地すべり、風・水害、着氷雪、塩じん害等） 
・ 工事工程の確保（用地取得の難易性、施工管理の難易性等） 
・ 工事費の低減（建設費、保守費等） 
・ 既設設備との協調 
・ 各種法規制の遵守 

 
(2) 地中送電線 

 地中送電線のルート選定にあたっては、架空送電線に準ずるが、以下の項目も考慮する。 
・ 都市計画等との整合 
・ 同一ルートの他の地中送電線の送電容量への影響 

 
１.６ 誘導障害対策等 

送電線の新設・増改良に伴う周辺通信設備への電磁誘導障害対策については、関係する通

信設備管理者とも協議のうえ、効率的な対策が行われるように諸対策を総合的に検討し、適
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切に行われるようにする。 
 

(1) 常時誘導電圧対策 
 国際電気通信連合電気通信標準化局（ITU-TS）の推奨値を参考に、電気通信事業者（当

該通信設備管理者）と協議のうえ、必要な対策を講じるものとする。 
 

(2) 故障時誘導電圧対策 
 故障時誘導電圧については、「電磁誘導電圧計算書の取扱いについて」（平成７年１月 19
日 資源エネルギー庁公益事業部長通達）の電圧制限値に基づき検討を行い、必要な対策

を講じるものとする。 
 
 

２. 変電設備 

ここでいう変電設備とは、変電所、変換所および開閉所の他、発電所に併設される変電設備

を対象とする。 
 

２.１ 用地の選定 
用地の選定にあたっては、変電所等の最終規模に必要な敷地面積、周辺送電系統、周囲環

境、工事実施面等から検討し、長期的かつ総合的な観点から変電所地点として適切なものを

選定する。 
地点選定の検討に際しては、以下の事項を考慮して総合的に評価することとする。 
・ 所要面積に関する検討：最終規模の機器配置および環境面を考慮した必要な敷地等 
・ 位置に関する検討：既設および計画送電線ルート、重量物搬入ルート等 
・ 地形、地質に関する条件：自然災害の条件、機器基礎条件等 
・ 環境に関する条件：周辺住居・施設などの周囲環境の状況、工事期間の配慮事項 
・ 法規制に関する条件：都市計画・土地利用に関する事項、騒音に関する法規制等 
・ 用地に関する条件：用地取得に関する条件等 

 

２.２ 設備信頼度の考え方 
設備信頼度については、設備構成機器と運用の相違から、一般的に変電所設備と変換所設

備ではその考え方に違いがある。このため、変電所と変換所に分けてそれぞれの考え方を記

載する。 
 

(1) 変電所 
 変電所に関する設備信頼度については、一般送配電事業者と調整を行い、具体的なレベ

ルを設定するが、当社の変電所は一般的に一次変電所となることから、その変電所として

当然具備すべき設備信頼度が求められる。 
 このため、要求される設備信頼度の基本的な考え方を以下に記載する。 

① 設備健全時 
 設備健全時は、変電所の設備容量および変電所に設置されている主要機器の定格範囲

において、連続的に安定的な運転を可能とする。 
② 設備故障時（N-1 故障）等に対する考え方 

 変電所は、変圧器設備、母線設備、送電線設備、および保護制御装置等で構成されて

いるが、これらに関する設備信頼度レベルの基本的な考え方は以下のとおりである。 
・ 設備全体の信頼度レベル確保のため、主回路を構成する機器については、高信頼度の

ものを採用する。 
・ 主要変圧器の１台故障時には、系統切替を行うまでの時間は、必要な負荷を健全な変
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圧器で分担する。過負荷耐量については、個別に検討する。 
・ 送電線設備の１回線故障時等には、健全回線は、系統保護継電器と協調を図り過負荷

運用が可能な設備とする。 
・ 母線構成については、接続される系統の信頼度レベルと協調を図り、事故波及範囲を

極力最小限に留める。 
・ 主要回路で使用する保護継電器で、不動作が原因で系統の安定度に影響のあるもの

については、二重化を図ることを基本とする。 
③ 設備故障時（N-2 故障）の考え方 

 N-2 故障時には、重大な支障を伴わない設備とするが、具体的な設備信頼度レベルに

ついては、一般送配電事業者と協議して設定する。 
 

(2) 変換所（直流設備） 
 一般的に直流技術を採用した連系設備は、その主要設備の過負荷能力と、設備コスト等

を総合的に評価を行い、設備定格を上回る運転を考慮しないか、あるいは極めて短時間に

限って過負荷を許容しているのが現状である。 
このことから、変電所設備と同様な N-1 故障時の考え方を導入しているのはまれなケー

スであり、基本的には以下の考え方で設備の信頼度設計を行う。 
・ 設備全体の信頼度レベル確保のため、主回路を構成する機器については、実績のあ

る高信頼度のものを採用する。 
・ 双極構成の直流設備では、可能な限り極分離とした構成とする。 
・ 制御保護装置の冗長度については、単一故障で変換装置が停止となることを回避す

るため、重要な部分については、多重化を図る。 
なお、これにより難い場合は、個別に検討する。 

 
２.３ 連系系統の安定運転の条件 

系統の安定運転の指標として、系統安定度、電圧安定度および周波数維持レベルがあるが、

一般送配電事業者の検討結果により、新たに装置の設置が必要とされた場合には、これら装

置の仕様について検討する。 
また、系統安定度に係わる制御保護装置の仕様確認のため、一般送配電事業者からの条件

をもとに、必要な場合はシミュレーションを実施し、機器の仕様等を検討する。 
 

２.４ 短絡電流、故障電流耐量 
接続される系統の短絡電流等については、運用開始時期および将来の系統計画に伴う必要

な情報を一般送配電事業者から入手し、遮断器の遮断性能や、主要変圧器をはじめ直列機器

等の故障電流耐量に対応した仕様を検討する。 
 

２.５ 電圧の選定 
(1) 変電所の一次電圧および二次電圧 

 接続される関連系統の公称電圧とし、第 2-1 表の値を標準とするが、特定の地域でこれ

以外の値が使用されている場合は個別に選定する。 
 

第 2-1 表 変電所の一次電圧および二次電圧 
系統の分類 有効接地系統 非有効接地系統 
公称電圧 500kV，275kV，220kV，187kV 154kV，110kV，77kV，66kV 

 

(2) 変換所の直流電圧 
 わが国の変換器出力の標準値である第 2-2表の値とするが、個別建設計画の特性により、

これによる事が困難な場合は個別に選定する。 
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第 2-2 表 変換所の直流電圧 
設備規模の分類 大規模設備 中小規模設備 
標準的な電圧 500kV，250kV 250kV，125kV，62.5kV 

 
２.６ 変電所の主要変圧器容量と台数の選定 

(1) 主要変圧器容量と最終台数 
 変圧器の容量および台数については、変電所の周囲系統の増強計画等を考慮し、最終形

態を考慮して選定する。 

 変圧器容量、最終台数は第 2-3表を標準とするが、個別建設計画の地域特性により、こ

れにより難い場合は個別に選定する。 

 一般的には、信頼度上および運用上の観点から、新設工事の場合においても当初から、

主要変圧器は最低２台の設置を基本とする。 

 

第 2-3 表 主要変圧器容量とその台数 

電圧(kV) 標準変圧器容量(MVA) 
最終台数 

一次／二次 三次（％） 
500／275 1 500(1 000) 30 ３ 
275／154 450(300) 30 ４ 

275／66,77 250 30 ３ 
220／110 200 30 ３ 
187／66 150 30 ３ 
110／66 100 30 ３ 

（ ）は、準標準 

 

(2) 増設時期 
 設備の増設は、変圧器負荷の増大に伴う変圧器容量不足や、設備老朽化に伴う信頼度維

持上の問題の発生時に必要となるが、時期の選定については、一般送配電事業者と協議し

決定する。 

 

２.７ 変換所のユニット変換容量と構成の選定 
(1) ユニットの変換容量と構成 

 変換所の標準的なユニット変換容量は第 2-4 表となるが、併設される同種設備と運用上

協調を図る等の理由から、これにより難い場合は別途個別に選定する。 
 また、一般的に設備信頼度と経済性の観点から、最終回路構成は双極構成となる。ただ

し、直流送電線を含まない周波数変換所等の設備においては、設備を完全に分離する構成

として、単極×２の構成も考慮する。 
 

第 2-4 表 変換所のユニット変換容量と構成 
変換所規模 ユニット変換容量(MW) 最終ユニット数(片端当り) 最終回路構成 
大規模設備 600（300） ２ 双極 
中規模設備 300（150） ２ 双極 
小規模設備 150（75） ２ 双極 

（ ）は、準標準 

(2) 増設時期 
 変電所と同様に、一般送配電事業者間の運用容量で、連系容量不足となった時点等とす

る。 
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２.８ 主回路構成(母線結線方式) 
変電所、変換所一次側ならびに開閉所の母線結線方式は、それらが設置される周辺系統に

期待される信頼度確保の目的から、電圧階級、構成機器の信頼度レベル、保護方式等から総

合的に選定する他、以下の事項を考慮して最適な結線方式を選定する。 

・ 日常の操作が容易に行われること 

・ 保守点検が安全に行なわれること 

・ 事故が発生しても、影響範囲を最小限にとどめ、系統操作が容易に行えること 

・ 可能な限りシンプルで理解し易いこと 

・ 将来の増改良工事が容易に行なわれること 

・ 上記を満足したうえで、コストミニマムであること 

 
これらを考慮し、以下の結線方式を標準とするが、個別建設計画の地域特性から、これに

より難い場合は、個別に選定する。 
また、母線構成はあくまでも、変電所の最終形態での区分であり、途中の段階ではその信

頼度が確保できれば、区分開閉器は省略できるものとする。 
なお、変電所二次側の内、154kV 以下の回路については、基本的には、同様の回路構成と

するが、母線区分（ブスセクション）については、遮断器を省略する構成を基本とする。 
第 2-5 表に母線構成の概要を記載する。 
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第 2-5 表 電圧別母線構成 

電圧階級 
最終接続回

線数(標準) 

母線構

成 
母線構成の概要図 

500kV 12 

二重母

線４ﾌﾞ

ｽ ﾀ ｲ方

式 

( 以 下

に 示

す、１

1/2 遮

断器方

式のい

ずれか

を 採

用) 

 

 

500kV 

 

12 

 

１ 1/2

遮断器

方式 

 

 

送電線 送電線 送電線 送電線 

主要変圧器 

主要変圧器 

送電線 



 

12 
 

電圧階級 
最終接続回

線数(標準) 

母線構

成 
母線構成の概要図 

275kV 16 

二重母

線４ﾌﾞ

ｽ ﾀ ｲ方

式 

500kVの回路構成と同様 

275kV 10 

二重母

線１ﾌﾞ

ｽ ﾀ ｲ方

式 

 

220kV 10 275kVに準ずる 

187kV 10 275kVに準ずる 

110kV 10 個別に検討する。 

 

回線数が極

めて少ない

場合。 

単母線 

  

送電線 

主要変圧器 

送電線 
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２.９ 母線容量 
 母線の容量の選定については、変電所の最終形態、各母線結線方式における運用を考慮し

て選定する。 
 標準母線容量は、使用される機器と協調を図り、第 2-6 表のとおりとする。 
なお、個別建設計画の地域特性からこれによることが困難な場合は、個別に選定する。 

 
第 2-6 表 母線容量 

電圧（kV） 標準母線容量(A) 
500 8 000 6 000 4 000 2 000 
275 8 000 6 000 4 000 2 000 
220 8 000 6 000 4 000 2 000 
187 6 000 4 000 3 000 2 000 1 200 
154 6 000 4 000 3 000 2 000 1 200 
110 6 000 4 000 3 000 2 000 1 200 
77 4 000 3 000 2 000 1 200 800 
66 4 000 3 000 2 000 1 200 800 

 
２.１０ 主回路構成機器の定格事項 

(1) 遮断器および直列機器等 
主回路を構成する機器は，遮断器をはじめ、直列機器である断路器、計器用変成器およ

び避雷器等があるが、これらの機器の選定については、電気規格調査会標準規格に定めら

れている標準定格の中から、将来計画も考慮し、定格事項を満足するものを選定する。 
さらに、故障時の過負荷運転についても、運用方法と協調を図った仕様を検討しておく

必要がある。 
 

(2) 調相設備 
① 変電所用調相設備 

 変電所の調相設備には、電力用コンデンサおよび分路リアクトル等があるが、必要な

容量については、個別建設計画毎に一般送配電事業者と協議のうえ決定する 

② 変換所用調相設備 
 変換所の調相設備のうち、電力用コンデンサについては、設計運転諸量で算出される

変換器運転時に発生する無効電力を予め計算し、これの補償を行うことを目的にその容

量を決定する。 

 また、分路リアクトルについては、変換器停止時における電圧調整を目的に、その容

量を決定する。 

 

 これら調相設備の容量については、周辺系統に与える影響を考慮し、予め一般送配電事

業者と調整する。 

 

２.１１ 変電所等の形式 
変電所の形式については、屋外式を標準とする。 
屋外式の場合は、気中絶縁変電所またはガス絶縁変電所とするが、気中絶縁を標準とする。

ただし、用地費、周囲環境、設計条件から経済的と判断された場合は、ガス絶縁変電所を選

定する場合がある。 
また、周囲環境、設計条件、送電線引き込み方式等の条件から、屋外式にできない場合は、

屋内式または、地下式とする。 
 

２.１２ 変電所等の監視制御方式 
変電所の監視制御方式は、常時監視制御方式または、遠隔常時監視制御方式とする。 
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なお、計画に際しては、個々の変電所の重要性、規模、近隣設備の保守管理体制等を総合

的に検討し監視制御方式を選定するものとするが、将来の計画も考慮し、必要な措置を事前

に講ずる。 

 

３. 保護継電設備 

３.１ 送電線保護 
(1) 適用の考え方 

一般送配電事業者と協調を図り、系統構成、重要度および伝送路確保などを考慮のうえ、

適切な保護方式を適用する。 
 

(2) 適用方式 
 標準的な方式を第 3-1～2 表に示す。 
 

(3) 送電線の併用端子数 
① 187kV 以上の系統 

併用可能な端子数は３端子以下を標準とする。 

② 154kV 以下の系統 
併用可能な端子数は５端子以下を標準とする。 

（注）上記端子数については、一般送配電事業者と協調を図り、系統重要度、故障

検出感度、故障除去時間等を考慮のうえ、決定する。 

 

(4) 再閉路方式 
・ 多相再閉路の適用にあたっては、近傍のタービン発電機軸トルクへの影響を考慮して

決定する。 
・ 再閉路は、原則として架空送電線のみ実施する。 
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第 3-1 表 送電線保護継電方式 
電圧 適用保護継電方式  
階級 主 保 護 

後備保護 系列数 
[kV] 継電方式 伝送方式  

500 
～ 

187 
(*1) 

各相電流差動継電方式 
 

マイクロ波回線 
または 
光ファイバ回線 
(*2) 

距離継電方式 
(*3) 

主保護 
 ２系列 
後備保護 
 １系列(*4) 

方向比較継電方式 電力線搬送 

154 
～ 

110 

各相電流差動継電方式    
 
 

マイクロ波回線 
または 
光ファイバ回線 

距離継電方式 
 

主保護 
 １系列(*5) 
後備保護 
 １系列 方向比較継電方式 電力線搬送 

77 
～ 
66 

各相電流差動継電方式    
 

マイクロ波回線 
または 
光ファイバ回線 

距離継電方式 
 

主保護 
 １系列 
後備保護 
 １系列 回線選択継電方式  

33 過電流継電方式と 
地絡方向継電方式または地絡過電圧継電方式の組合せ  １系列 

 
(*1) 沖縄電力系統の 132kV、66kV 系統を含む。 
(*2) 重要度の高い系統については、伝送路を２ルート構成とする。 
(*3) 多端子系統で保護盲点を生じる系統では、転送遮断を行うことも検討する。 
(*4) 重要度の高い系統については、後備保護リレー故障時の影響を考慮し、２系列設置を検

討する。 
(*5) 主保護リレー不動作により、著しく供給信頼度が低下する場合については、主保護リレ

ーの２系列設置を検討する。 
 

第 3-2 表 送電線再閉路方式 
電圧

階級

[kV] 
線路構成 適用再閉路方式 備  考 

500 
～ 

187 

・多回線併用送電線 
・多相再閉路方式 
・同期再閉路方式または 
 ６相１端再閉路方式 

 

・１回線送電線 
・ユニット送電線 

・単相再閉路方式 
・３相再閉路方式 

 

154 
～ 

110 

・多回線併用送電線 
・３相再閉路方式 
・多相再閉路方式 
・優先遮断再閉路式 

 

・１回線送電線 
・多回線放射状送電線 
・ユニット送電線 

・３相再閉路方式 
・単相再閉路方式 

 

77 
～ 
66 

・多回線併用送電線 ・３相再閉路方式 
・優先遮断再閉路方式 

 

・１回線送電線 
・ユニット送電線 ・３相再閉路方式  
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３.２ 母線保護 
(1) 適用の考え方 

電気所の母線には、送電線、変圧器および発電機など多数の設備が接続されている。し

たがって、万一事故が発生した場合には広範囲な供給支障や系統安定度低下を来す恐れが

あるなど、その影響が大きいことを勘案し、一般送配電事業者と協議のうえ、以下に示す

箇所を対象に母線保護継電設備の設置を検討する。 
a. 187kV 以上の母線 
b. 187kV 以上の変電所の二次母線および電源近傍の 154kV 母線 
c. 上記以外であっても、母線故障時の供給支障範囲および系統重要度等を勘案のうえ、必

要と認められる母線 
 

(2) 適用方式 
   標準的な方式を第 3-3 表に示す。 
 

第 3-3 表 母線保護継電方式 
電圧

階級

[kV] 
母線構成 

母線保護 

適用継電方式 系列数(*6) 

500 
～ 

187 

二重母線 
 １ﾌﾞｽﾀｲ方式 
 および 
 ４ﾌﾞｽﾀｲ方式 

一括：電流差動継電方式 
分割：電流差動継電方式 
の組合せ 

２系列 
 

単母線 電流差動継電方式 １系列 

154 
～ 
66 

二重母線 
 １ﾌﾞｽﾀｲ方式 
 および 
 ４ﾌﾞｽﾀｲ方式 

一括：電流差動継電方式 
分割：電流差動継電方式 
の組合せ １系列 

単母線 電流差動継電方式 
 
(*6)  系列数については、母線保護リレーの機能喪失等により故障除去失敗した場合に、系統に与

える影響度合いを考慮して決定する。 
 
３.３ 変圧器保護、調相設備保護 

(1) 適用の考え方 
系統の重要度を考慮のうえ、各設備の機器耐量および関連系統と協調のとれた保護継電

方式を選定する。 
(2) 適用方式 

標準的な方式を第 3-4～5 表に示す。 
 

第 3-4 表 変圧器保護継電方式 
高圧側電圧 

[kV] 
適用継電方式 

系列数 
主保護 後備保護 

500 
～ 

187 
電流比率差動継電方式 
地絡方向継電方式(*7) 

過電流継電方式 
距離方向継電方式(*8) 

１系列 
(*9) 

154 
～ 
33 

電流比率差動継電方式 
地絡方向継電方式 

短絡：過電流継電方式 
地絡：地絡方向継電方式 
   地絡過電流継電方式 
   地絡過電圧継電方式 

１系列 

(*7) 低圧側が高抵抗接地系統の場合 
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(*8) 関連系統保護との協調上、必要な場合に設置を検討する。   
(*9) 系統重要度に応じて、２系列化を検討する。 

   
第 3-5 表 調相設備保護継電方式 

機器名 適用継電方式 系列数 

分路リアクトル 電流差動継電方式、電流平衡継電方式 
過電流継電方式 １系列 

電力用コンデンサ 電圧平衡継電方式 
過電流継電方式 １系列 

 
３.４ 事故波及防止保護 

 系統故障に起因する各種異常現象の波及拡大防止のため、一般送配電事業者と協議のうえ、

協調のとれた保護方式を適用する。 
 
 

Ⅳ． 附 則 
  本要領は 2025 年 4 月 1 日から適用する。 
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